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Ⅰ．序　論
１．近年のSelf-Esteem教育の動向
　Self-Esteem（SE）は，自尊感情や自尊心，自己肯定感
と邦訳される。数ある心理特性の中でも，SEは学校教育
の中でとりわけ注目されてきた概念であり，精神的健康
や適応行動を高める重要な要素として，世界的に介入教
育が模索されてきた。古くは，１９８０年代のアメリカで
社会運動に発展するほどの広がりであったが（cf., 
Branden，１９９２），今日の日本においてもSE教育への注
目度は高い。
　２０１４年の中央教育審議会における「教育再生の実現に
向けて」では，日本の子どもの自己肯定感の低さが課題
として挙げられている（中央教育審議会，２０１４）。国立
青年教育振興機構（２０１９）が高校生を対象に実施した国
際比較調査では，「自分はダメな人間だと思うことがあ
る」の項目に対して，日本は８０.８％が「よくあてはまる」
「まああてはまる」と回答している（アメリカは６１.２％，
中国は４０.０％，韓国は５２.５％）。他にも，「自分の将来に
不安を感じている」の項目に対して，日本は７４.６％が同
様に回答している（アメリカは５８.２％，中国は４４.５％，
韓国は７１.６％）。自己への肯定的な意識を持てず，将来
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抄録：本研究では，ユニバーサル予防教育TOP SELF（Trial Of Prevention School Education for Life and 
Friendship）の教育の１つである「自律的セルフ・エスティームの育成」プログラムの教育効果の検証
を行った。参加者は，小学校５年生の１５７名（教育条件８３名，比較条件７４名）であった。教育効果
の測定には，児童用紙筆版セルフ・エスティーム潜在連合テスト（SE-IAT-C）が用いられた。分析の
結果，比較条件の参加者の教育前後のSE-IAT-C得点は無変化であり，教育条件の参加者のみ，教育
前後で有意に得点が上昇していた。この結果から，教育プログラムの効果が確認された。加えて，考
察では本研究の課題や今後の研究の展開が論じられた。
キーワード：予防教育プログラム，自律的セルフ・エスティーム，潜在連合テスト
Abstract：This research examined the efectiveness of a universal prevention education, termed “Trial Of 
Prevention School Education for Life and Friendship (TOP SELF)” for development of autonomous self-
esteem. Participants were 157 5th-grade children (83 for the education group, 74 for the control group) from 
two elementary schools. To assess autonomous self-esteem, each child completed the paper and pencil version 
of the Self-Esteem Implicit Association Test for Children (SE-IAT-C). The education group completed it twice, 
before and after the intervention, and the control group completed it in similar periods. Results showed that the 
SE-IAT-C scores in the control group did not significantly changed, while the scores in the education group 
increased significantly. Limitations of this research and future improvement of the research are discussed.
Keywords：Prevention education program, Autonomous self-esteem, Implicit Association Test
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への不安を抱えている者が多いことが分かる。
　こうした現状を背景に，２０１６年の中央教育審議会答申
では，日本の子どもの自己肯定感の欠如とそれを育む重
要性が明記されている（中央教育審議会，２０１６）。東京
都では平成２０年度から５カ年計画で子どもの自尊感情
や自己肯定感を高めるための教育・研究に取り組まれて
いた（東京都教職員研修センター，２０１６）。２０１８年から
教科化される「特別の教科　道徳」においても，自尊感
情や自己肯定感に関連する要素が重要視されている。道
徳では「よりよく生きるための基盤となる道徳性を養う
ため，道徳的諸価値についての理解を基に，自己を見つ
め，物事を多面的・多角的に考え，自己の生き方につい
ての考えを深める学習を通して，道徳的な判断力，心情，
実践意欲と態度を育てる」（文部科学省，２０１８，p.１６）
ことが目標とされている。その目標の達成のために４つ
の指導の観点が挙げられているが，そのうち「主として
自分自身に関すること」「主として人との関わりに関する
こと」の内容項目では，児童の自信や他者への信頼，自
律性の形成といった適応的なSEの形成に不可欠な要素
が取り上げられている。
　日本のSE研究の動向からも，SE教育の在り方に注目
度が高いことが分かる。勝浦（２０１５）では，CiNiの検
索情報に基づいて日本のSEの研究動向をまとめている。
そこでは，２００６年から２０１０年には子どものSEの現状
を把握する研究や低いSEに関する研究，尺度開発等の基
礎研究や，SEを「高める」「育む」という文言が多く見
られ，２０１１年から２０１５年にかけては，子どもたちの生
き方そのものとSEの関係を問う研究が増え，学校・家
庭・地域と多方面からSEの育成方法が検討されていると
示されている。
２．TOP SELFと呼ばれる予防教育
　このように，SE教育は高い注目を集めているが，特定
の心理特性への介入を行う場合，アプローチにはいくつ
かの段階がある。精神的健康や適応行動にすでに顕著な
問題が見られるような心理特性の歪みを抱えている場合，
必要となるのは治療的介入である。一方で，そうした問
題が顕在化する前段階に行われるのが予防的介入である。
治療と予防は両輪となって取り組まれることが理想であ
るが，近年のSE教育の動向を踏まえると，すべての児
童・生徒を対象に予防的段階でSEへの介入教育を行うこ
とが重要であると考えられる。
　予防的にSEへの介入を行う教育プログラムの１つに，
TOP SELF（Trial Of Prevention School Education for Life 
and Friendship：いのちと友情の学校予防教育）と呼ばれ
る教育がある。TOP SELFは予防教育科学を基盤とし，
精神的健康や適応行動に影響を及ぼす心理特性の育成を
行う「ベース総合教育」と，特定の健康・適応の問題に
焦点化した「オプショナル教育」から構成される（予防
教育科学センター，２０１３）。SEに関する予防教育プログ
ラムはベース総合教育に位置づけられる。ベース総合教
育は「自己信頼心（自信）の育成」「感情の理解と対処の
育成」「向社会性の育成」「ソーシャル・スキルの育成」
の４つのプログラムから構成されており，この教育群が
目指す大目標として，自律性と対人関係性の育成が掲げ
られている。
　TOP SELFの教育プログラムは，情動や感情の機能に
着目した教育方法論を導入している点に特色がある（山
崎・佐々木・内田・松本・石本，２０１２）。TOP SELFが
この観点に注目する背景には，知識習得型の教育だけで
は，問題行動の抜本的な予防に至らないという現状があ
る。山崎他（２０１２）では，知識として喫煙の害を理解さ
せても成人後の喫煙率に影響しない事例や（高橋・川畑・
西岡・岡島・渡辺，１９９０），いじめで多用される関係性
攻撃に感情的側面からの影響が注視されている例を挙げ
ながら（勝間・山崎，２００８），上記の問題点を説明して
いる。さらに，人の意思決定（認知・思考・行動）に対
する先行要因として情動や感情が大きな影響力を持って
いることが明らかにされていることを踏まえて（e.g., 
Damasio，２００３），教育（授業）中で情動や感情を喚起さ
せた上で，喚起された情動や感情と高次の心的特性を一
体として記憶化させるという理論を予防教育に取り入れ
ている（山崎他，２０１３）。
　さらに，SEに関しては，山崎・横嶋・内田（２０１７）
で提唱されたSEの新規概念と，その教育目標と方法論
（山崎・内田・横嶋・賀屋・道下，２０１８）を基盤として
作成された，自律的SEの育成プログラム（教育現場へ
の配布用の名称は「本当の自己肯定感の育成プログラ
ム」）も用意されている（賀屋・道下・横嶋・内田・山崎，
２０２０）。
　本研究では，この自律的SEの育成プログラムの教育効
果の検証を行うことを目的としている。次節では，目的
の詳細に入る前に，プログラムの基盤となっている概念
理論と教育目標と方法論に加えて，実際のプログラム内
容の概要について触れる。
３．自律的SEの育成プログラム
　第１に，概念理論については，自律的SE（autonomous 
elf-esteem）と他律的SE　（heteronomous self-esteem）の
概念が提唱されている（山崎他，２０１７）。SEの定義には，
Rosenberg（１９６５）の「自己に対する肯定的あるいは否
定的な態度」が取り上げられることが多いが，近年では，
精神的健康や適応行動を高める適応的SEと，それを阻害
する不適応的SEにSE概念を大別する理論がある（e.g., 
Deci & Ryan，１９９５；Kernis，２００３）。山崎他（２０１７）で
は，上記の理論の潮流を踏まえ，自律的SEと他律的SE
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を提唱している。特筆すべきは，自律的SEが非意識性
の高い概念であると強調されている点である。これまで
の研究においても，適応的SEに関する概念は言語的に定
義すると非常に抽象性の高い表現になり（e.g., 近藤，
２０１０，伊藤・小玉，２００５），言語によって操作的に定義
することが難しいことが分かる。そこで，山崎他（２０１７）
では，自律的SEの発達のプロセスを考慮し（e.g., 山崎
他，２０１８），この心的特性が形成される構成要素の観点
から概念を規定している。そして，自律的SEは自己信
頼心，他者信頼心，内発的動機づけが一体となって高ま
る心的特性であると導出され，他律的SEは自己不信心，
他者不信心，外発的動機づけが高まることで形成される
と論じられている。
　第２に，教育目標と方法論は山崎他（２０１８）にまとめ
られている。そこでは，自律的SEの発達のプロセスと，教
育プログラム作成の基盤となる教育目標の導出の２点か
ら論じられている。
　まず，前者については，意識化される前段階のプロセ
ス，つまり，非意識レベルで自律的SEを形成すること
を考慮して，自己信頼心や他者信頼心を知識として受け
入れるのではなく，実際の行動や体験を通して情動や感
情とともに非意識下に組み込むこと（体験的取り入れる）
の重要性が論じられている。また，体験的取り入れが達
成されるために不可欠な要素として，自律的効力性
（autonomous eficacy）の概念が導出されている。その他
にも，理論構築に必要となった新規用語については，そ
れぞれ詳細な定義が添えられている。
　次に，教育プログラム作成の基盤となる教育目標は，
TOP SELFの自己信頼心の育成プログラムの目標構成
（佐々木・山崎，２０１２）を基盤として，より自律的SE
の育成に適した内容表現と構成に改訂されている。内容
表現は，例えば，自己信頼心の育成プログラムの「自己
や他者の価値を認めることができる（中位目標Ⅰ）」を，
「自己と他者の自律的効力性を受け入れ，体験的に取り入
れることができる」というように修正しており，非意識
レベルで自律的SEを育成する観点が強調されている。
　上記の目標は全体の一部分である。目標の全体像は，
TOP SELFの他の教育プログラムと同様に，階層的に構
成されている（e.g., 佐々木・山崎，２０１２）。この階層構
成は，教育目的と実際の教育方法が乖離することを防ぐ
目的で行われている。具体的には，教育の大目標（自律
的SEの育成）の下に中位目標，下位目標，操作目標（授
業目標）の構成が取られており，下位に行くほど単一の
要素に焦点化されて細分化している。
　上記に加えて，山崎他（２０１８）では，現代の多忙な学
校現場の状況を踏まえて，従来のTOP SELFの教育プロ
グラム群よりも実施負担を軽減したプログラムとして作
成する方向性も示している。
　第３に，実際のプログラム内容である。上記の理論を
基盤として，小学校５，６年生と中学１年生の３学年を対
象とした全４回の授業時間で構成される自律的SEの育
成プログラムが開発されている（賀屋他，　２０２０）。作成
に関する詳細な情報は賀屋他（２０２０）の論文に譲り，こ
こでは４回の授業の概要を簡潔に説明する（表１）。まず，
第１回の授業では，自分の夢ややりたいことへの気づき
を深める活動を行う。そして，授業の後半ではグループ
に分かれ，グループメンバーの１人の夢の実現について
知恵を出し合う活動を行う。第２回の授業では，第１回
の授業で話し合った内容をもとに，クラス全体にプレゼ
ンテーション形式で発表を行う。そして，第３回の授業
では，個々の夢や願いを叶えるために，より現実的なア
イディアを個人・グループ単位で考える。授業後半では，
前半のグループ活動であまりアイディアが集まらなかっ
た，あるいはクラス全体に意見を求めたいと考えた夢や
願いを選出し，ミニゲームを行いながら，クラス全体で
アイディアを出し合う活動を行う。最後の第４回の授業
では，自分や友だちがこれまでに行ってきた心理的欲
（要）求に基づく行動（チャレンジ）を受け入れ，体験
的に取り入れるために，モデルとなるストーリーを視聴
し，そのキャラクターへの共感性を高める活動を行いな
がら，教育目標の達成を目指している。
　さらに，この教育プログラムには，横嶋（２０１８）で考
案されているパワーポイント教材主導型の予防教育プロ
グラムの作成構想が導入されている。従来のTOP　SELF
の教育プログラムは，パワーポイントスライドをスク
リーンに投射し，授業を進行するスタイルを基本として
いる。実際の授業では，教員が授業進行の主導者となり，
授業内容の詳細や，パワーポイントの操作，それを使っ
たミニゲーム・演出等の手続きをすべて把握した上で実
施される。これらの諸要素は，児童の興味や関心，情動
や感情を高めて授業を実施する上で欠かせないものと
なっているが，授業実施に掛かる負担が大きくなってし
まうことが課題であり，教育効果を維持しながらこの負
担を軽減する必要性が示されていた（山崎他，２０１８）。
　その改善の一案となるのがパワーポイント教材主導型
授業スタイルである。パワーポイント教材主導型は，従
来のTOP SELFが持つ児童にとって魅力的な授業展開や
演出を維持しつつ，授業進行に必要な諸要素を可能な限
りパワーポイントのリードによって成立されることをコ
ンセプトとしている。具体的には，授業中の教示や教材
の扱い方，活動やミニゲームの説明がすべてパワーポイ
ントに表示されるか，あるいは音声付きのアニメーショ
ンで自動的に説明される作りになっている。これまで授
業実施者のコントロールで成立させていた部分をパワー
ポイントのリードによって自然な形で成立するように作
成することで，授業実施者は最小の予習で授業実施にこ
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ぎ着けることができ，授業中も児童の支援に注力するこ
とができる。学校教育に導入しやすい新しい予防教育の
授業スタイルとして，自律的SEの育成プログラムに取り
入れられている。
　以上のような観点で作成されている自律的SEの育成
プログラムは，教育効果の一部が検証されている。次節
では，現在の効果検証の現状と課題について触れる。
４．教育効果検証における現状の課題と本研究の目的
　自律的SEの育成プログラムの教育効果は，横嶋・内
山・内田・山崎（２０１７）で作成された児童用紙筆版SE
潜在連合テスト（Self-Esteem Implicit Association Test for 
Children: SE-IAT-C）と，賀屋・山口・横嶋・内田・山崎
（２０１８）で作成された児童用他律的SE尺度を用いて検
証されている（Yamasaki, Michishita, Yokoshima, Kaya, & 
Uchida, 2018）。
　先述の通り，自律的SEが非意識性の高い概念であり，
その測定も非意識レベルで行う必要性があると論じられ
ている（山崎他，２０１７）。そこで，横嶋他（２０１８）は，
近年のSE-IATの方法論上の問題をレビューしながら，適
応的SE（自律的SE）を測定することに主眼を置いた構
成でSE-IAT-Cを作成し，信頼性と妥当性の検討を行って
いる。一方で，他律的SEはその概念的特徴が比較的明
確に質問項目に表現することが可能であると考えられた
ことから，質問紙尺度によって測定法が開発されている
（賀屋他，２０１８）。Yamasaki et al.（２０１８）では，両測定
法を用いて教育群と比較群を設定した教育効果の検証を
行っている。結果，SE-IAT-C得点（自律的SEの指標）
が教育群のみ教育前後で上昇し，他律的SE尺度得点が教
育群のみ教育前後で下降しており，教育の効果が確認さ
れている。一方で，教育効果は小学校６年生を対象に実
践された教育のみで確認されており，小学校５年生や中
学１年生を対象とした教育効果は検証されておらず，現
状の研究課題になっている。
　そこで，これらの研究課題の一端を明らかにするため
に，本研究では，小学校５年生を対象とした自律的SE
の育成プログラムの検証を行うことを目的とする。
Ⅱ．方　法
１．調査対象者
　小学校５年生の児童を対象とした。人数は教育群８３名
（男児３１名，女児５２名，全３クラス），比較群は７４名
（男児４５名，女児２９名，全３クラス）であった。この
うち，教育前後に行った２回の調査に参加した者の中か
ら，SE-IAT-Cの有効回答基準に達していなかった者を除
き，教育群６３名（男児２１名，女児４２名），比較群５０
名（男児３１名，女児１９名）を有効回答とした。
２．倫理的配慮
　児童を対象とした調査であるため，調査概要ならびに
倫理的配慮について，学校長を始めとする教職員に対し
て事前に説明を行い，問題性がないことについて客観的
に確認した上で，調査実施の許可を得た。倫理的配慮は
以下の点に留意した。まず，データの管理について，２
回の調査データを一致させる必要から，学年，組，出席
表１　自律的SEの育成プログラム（短縮版）の教育目標（５年生，６年生，中学１年生）
扱われている
授業回操作目標（構成）下位目標（構成）中位目標（構成）上位目標
－ａ．正（楽しい，嬉しいなど）の出来事を想起し，正感情を高めることができ
る。
１．自己の自律的効力性を受け入れ，体
験的に取り入れることができる。
Ⅰ．自己と他者の自律的効力性
を受け入れ，また体験的に
取り入れることができる。
自律的SEの育成
第１回ｂ．自己の長所を探し，その自律的効力性とともに受け入れ，体験的に取り入
れることができる。
－ｃ．他者の長所を探し，その自律的効力性とともに受け入れ，体験的に取り入
れることができる。
２．他者の自律的効力性を受け入れ，体
験的に取り入れることができる。
－ｄ．自分が気づいた他者の自律的効力性について，実際に相手に伝えることが
できる。
第２回ｅ．自己の心理的欲（要）求を満たすことの重要性を受け入れ，体験的に取り
入れることができる。
３．心理的欲（要）求に従って行動する
ことの重要性を体験的に取り入れ
ることができる。
Ⅱ．自己の心理的欲（要）求を
体験的に取り入れ，受け入
れることができる。 第２回ｆ．自己と同様に，他者の心理的欲（要）求を満たすことの重要性を受け入れ，
体験的に取り入れることができる。
第１回ｇ．自己の心理的欲（要）求を抽出することができる。４．自己の心理的欲（要）求を抽出し，
その充足・達成の是非を自分で考え
ることができる。
第１回
第２回
ｈ．抽出した心理的欲（要）求を満たすことの是非を考えることができる。
第３回ｉ．自己の心理的欲（要）求を満たすための現実的な目標と方法を考えること
ができる。
５．自己の心理的欲（要）求を部分的に
でも充足するための行動をとるこ
とができる。
Ⅲ．自己の心理的欲（要）求に
従って行動することがで
きる。 －ｊ．自己の心理的欲（要）求を満たすために，考案した方法を実行することが
できる。
－ｋ．自己の心理的欲（要）求を満たすために必要な，他者からのサポートとそ
の重要性を受け入れ，体験的に取り入れることができる。
６．自己の心理的欲（要）求を充足する
ために，他者からのサポートを活用
することができる。 －ｌ．自己の心理的欲（要）求の達成に他者からのサポートが必要なとき，適切
なサポートを選び，求め，受けることができる。
第４回ｍ．自己の心理的欲（要）求を満たすための行動について，挑戦した自分を受
け入れ，体験的に取り入れることができる。
７．自己の心理的欲（要）求を充足・達
成するための行動（その実行自体と
良い面）を受け入れ，体験的に取り
入れることができる。
Ⅳ．心理的欲（要）求に基づく
自己と他者の行動（その実
行自体とよい側面）を体験
的に取り入れ，受け入れる
ことができる。
－ｎ．自己の心理的欲（要）求を満たすための行動がもたらした結果について，
良い面を受け入れ，体験的に取り入れることができる。
第４回ｏ．他者が行った心理的欲（要）求を満たすための行動について，挑戦したこ
とを受け入れ，体験的に取り入れることができる。
８．他者が行った心理的欲（要）求を充
足・達成するための行動（その実行
自体と良い面）を受け入れ，体験的
に取り入れることができる。
－ｐ．他者が行った心理的欲（要）求を満たすための行動がもたらした結果につ
いて，良い面を受け入れ，体験的に取り入れることができる。
表は山崎他（２０１８），賀屋他（２０２０）を一部改変して引用している。
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番号の記入を求めたため，学校名等の固有名詞を残さな
いように配慮し，データはすべて個人が特定できないID
に置きかえて管理された。また，調査時に行った児童に
対する倫理的配慮としては，調査中に体調が優れないあ
るいはトイレに行きたい等，席を離れたい場合は我慢せ
ずに申し出ることができることを伝えた。加えて，調査
内容が学校の成績とまったく関係がないこと，IAT課題
で失敗があっても問題がないことを教示で伝え，自由回
答の権利を尊重した。
３．手続き
　自律的SEの育成プログラムは週に１回のペースで，計
４回（４５分／回）実施された。調査は教育の前後１週間
以内で２回に分けて行われた。比較群の調査も同様の期
間を空けて調査が行われた。
　調査は教室でクラスごとに実施した。実施はIAT調査
に習熟した調査者３名で行った。主調査者が調査の進行
を行い，残り２名は児童の補助についた。実際に補助に
ついた例としては，冊子や鉛筆を落としてIAT課題が中
断してしまう等のトラブルへの対処が行われた。分析に
はHAD１６を使用した（清水，２０１６）
４．教育効果測定法
　効果測定には，自律的SEの指標として，横嶋他（２０１７）
で作成されたSE-IAT-Cを使用した。測定概念に関する刺
激は「自分」（じぶんは，わたしは）と「自分以外」（あ
れは，それは）が用いられ，属性概念に関する刺激は
「快」（すきだ，すばらしい，じしんがある，まんぞくし
た）と「不快」（きらいだ，くだらない，ふあんだ，やく
にたたない）が用いられた。IATの構成は全７ブロック
である。ブロック１は「快vs不快」だけを分類する練習
課題を行った。ブロック２は，同様に，「自分以外vs自
分」だけの練習課題を行った。ブロック３と４は，「自分
以外＋快vs自分＋不快」の組み合わせで，本番課題を
行った。ブロック５では，「自分以外」と「自分」の左右
の配置を逆転させ，「自分vs自分以外」だけで練習課題
を行った。ブロック６と７は，「自分＋快vs自分以外＋
不快」の組み合わせで，本番課題を行った。
　得点化の処理については，各本番課題で分類されたす
べての刺激数から誤反応（間違えて分類した数）を除外
し，作業量を算出した。その際，４割を超える誤反応が
見られたデータを有効回答から除外した。得点化は，「自
分＋快vs自分以外＋不快」の課題（ブロック６と７）の
作業量から，「自分以外＋快vs自分＋不快」の課題（ブ
ロック３と４）の作業量を減算した。
Ⅲ．結　果
１．教育効果の検討
　教育効果の検討を行うために，SE-IAT-Cを従属変数と
し，時期（教育前，教育後）と性（男児，女児）と群
（教育群，比較群）を独立変数とした３要因の分散分析を
行った。各独立変数の平均値と標準偏差は表２の通りで
ある。結果，時期の主効果（F（１,１０９）＝５.４６，p<.０５，ES：
ηp２＝.０５），群の主効果（F（１,１０９）＝６.１３，p<.０５，ES：ηp２
＝.０５），群×時期の交互作用効果（F（１,１０９）＝９.２４，p<.０１，
ES：ηp２＝.０８）が有意となった。性の主効果は有意にな
らず，群×性，性×時期，群×性×時期の交互作用効果
も有意にならなかった。
　続いて，群×時期の一次の交互作用効果が有意であっ
たため，単純主効果の検定を行った（図１）。結果，教育
群における時期の単純主効果が有意になり（F（１,１０９）＝
１５.８１，p<.００１，ES：ηp２＝.２１），教育前後でSE-IAT-C
得点が上昇していた。比較群における時期の単純主効果
は有意ではなかった。また，教育前，教育後のそれぞれ
の水準の単純主効果については，教育前における群の単
表２　教育前後の全体，男女ならびに高低群のSE-IAT得点の平均値と標準偏差
教育後教育前
低群高群全体女児男児低群高群全体女児男児
４.５７１８.２９９.７０９.５０１０.１０３.６７１５.８６６.０６６.２１５.７６M
教育群
５.４７６.８０６.６０７.０８５.６８４.３５５.４０７.１２７.８５５.５１SD
２.８８１７.５７１０.７６６.１６１１.９０２.８１２１.２９１１.１０５.９３１１.７４M
比較群
５.３８２.５７６.７８７.４８８.９０１.６０２.２９６.００６.１３１０.０５SD
高低群の群分けは教育前水準の教育群と比較群のそれぞれの全体得点（男女込み）に対して±1SDで分割している。
図1　教育条件および比較条件の教育前後のSE-IAT-C得点の変化
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純主効果が有意になり（F（１,２１８）＝１３.８５，p<.００１，ES：
ηp２＝.１１），教育群よりも比較群のSE-IAT-C得点が高
かった。教育後における群の単純主効果は有意にではな
かった。
２．高低群別の教育効果の検討
　次に，教育前の水準におけるSE-IAT-C得点の高低群別
に教育効果の検討を行った。高低群の特徴が比較的顕著
である者に対する教育効果を見るために，平均値に対し
て±１SD基準で群分けを行った。なお，先述の分析にお
いて，性差は確認されなかった一方で，教育前水準にお
ける教育群と比較群の参加者の平均値に差が確認された
ため，群ごとに高低を分けた。教育群の参加者は，平均
値（６.０６）と標準偏差（７.１２）であったため１３.１８点以
上を高群とし（７名，１４点から２４点），－１.０６点以下
を低群とした（１０名，－１点から－１５点）。比較群の参
加者は，平均値（１１.１０）と標準偏差（６.００）であったた
め１７.１０点以上を高群とし（７名，１８点から２８点），
５.１０点以下を低群とした（７名，４点から－６点）。
　次に，SE-IAT-C得点を従属変数とし，時期（教育前，
教育後）と群（教育群，比較群）と高低（高群，低群）
を独立変数とした３要因の分散分析を行った。各独立変
数の平均値と標準偏差は表２の通りである。結果，高低
の主効果を除くと，時期の主効果（F（１,２７）＝７.６５，p<.０５，
ES：ηp２＝.２２），高低×時期の交互作用効果（F（１,２７）＝
１９.８７，p<.００１，ES：ηp２＝.４２），ならびに高低×時期の
交互作用効果（F（１,２７）＝１１.５６，p<.０１，ES：ηp２＝.３０）が
有意となった。群×高低，群×高低×時期の交互作用効
果は有意ではなかった。
　続いて，群×時期の一次の交互作用効果が有意であっ
たため，単純主効果の検定を行った。結果，教育群にお
ける時期の単純主効果が有意になり（F（１,２７）＝２８.３９，
p<.００１，ES：ηp２＝.６５），教育前後でSE-IAT-C得点が上
昇していた。比較群における時期の単純主効果は有意で
はなかった。同様に，高低×時期の一次の交互作用効果
が有意であったため，単純主効果の検定を行った。結果，
低群における時期の単純主効果が有意になり（F（１,２７）＝
２０.６８，p<.００１，ES：ηp２＝.５８），教育前後でSE-IAT-C
得点が上昇していた。高群における時期の単純主効果は
有意ではなかった。
Ⅳ．考　察
　本研究の目的は，小学校５年生を対象とした自律的SE
の育成プログラムの効果検証を行うことであった。
　第１の分析（教育効果の検討）では，教育条件におい
て，教育前後でSE-IAT-C得点の上昇が確認され，教育
による自律的SEの向上が示唆された。また，教育前水
準における教育群の参加者と比較群の参加者のSE-IAT-
C得点に着目すると，教育群の参加者は比較群の参加者
よりも得点が低い水準にあった。そのため，比較的に低
い水準にあった教育群の参加者の自律的SEが，自律的
SEの育成プログラムの実施によって改善された可能性
が推測された。
　第２の分析では，教育前の段階で既にSE-IAT-C得点が
高かった群と低かった群の教育前後の変化に着目した。
ここでも，教育群で高低両群に教育効果が確認された。
一方，この結果は先行研究と比較すると，次のような可
能性が考えられた。SE-IAT-Cを測定に使用し，同様の群
分けで自己信頼心の育成プログラム（４年生）の教育効
果を検証している横嶋・賀屋・内田・山崎（２０１８）の先
行研究では，教育群の低群の得点のみ，教育前後で上昇
したと示されている。この結果について，横嶋他（２０１８）
では，高群はすでに教育が目指す水準に達成していたた
めに無変化であった可能性を考察している。これに対し
て，本研究で高群にも上昇が見られた要因としては，以
下の２つの可能性が考えられた。第１に，先述の通り，
教育前の段階で教育群の参加者の自律的SEが低かった
ため，相対的に低群だけでなく高群にも効果が見られた
可能性である。第２に，自己信頼心の育成プログラムと
比べると，自律的SEを高めることに対してより直接的な
教育目標を基に教育内容が構築されているため，高群に
も効果が見られた可能性が考えられた。ユニバーサルに
位置づけられる予防教育としては，高群にも効果が得ら
れた結果は望ましいものであるが，今後の研究において
も再現性を確認する必要がある。
　以上の２つの分析の結果は自律的SEの育成プログラ
ムの実施によって，参加者の自律的SEが向上したことを
示唆しており，小学校５年生に対しても教育効果の一端
が確認されたと考えられた。また，この結果は，対象と
なる学年は異なるものの，自律的SEの育成プログラムの
教育効果の再現性が確認されたことを意味している。今
後，学校教育の中で広く活用されることが期待される。
一方で，本研究の課題には以下のような点が挙げられる。
　第１の課題として，他律的SEの測定を行っていないこ
とである。SEの育成教育は，意図せず適応的SEだけで
なく不適応的SEを高めてしまう危険性が警鐘されてい
る（e.g., Baumeister, Campbel, Krueger, & Vohs, 2003）。そ
のため，今後の研究では不適応的SEへの教育効果の再現
性を確認することが課題と挙げられる。
　第２の課題として，フォローアップ調査の必要性が考
えられる。フォローアップ調査の主たる目的は，自律的
SEの育成プログラムの教育効果の持続性を検証するこ
とにある。一般的に，教育効果は徐々に減少していくこ
とが予想されるため，その減少の傾きを明らかにするこ
とで，効果の減少を緩和させたり，教育効果を取り戻さ
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せることを目的としたブースターセッションを行う適切
なタイミングを設定することができる。特に，自律的SE
に限らず，潜在的態度の変容可能性は明らかにされてい
ないことが多いため，貴重な研究知見になることが予想
される。
　しかし，IATを用いてフォローアップ調査を行うため
には，反復測定に耐えうる信頼性を備えたIATを作成し
なければならない。紙筆版のIATは，制限時間内に分類
された刺激の個数（作業量）が得点化のための指標とな
るが，反復測定を行うことで分類課題に慣れてしまうと，
潜在的態度の測定に必要な認知的負荷が弱まり，潜在的
態度が反応速度に正確に反映されなくなる可能性が懸念
される。構成と刺激語の調整を行い，最低でも３回の反
復測定に耐えられる信頼性を有したSE-IATを作成する
ことがフォローアップ調査の最低条件になる。
　最後に，本研究の展望をまとめる。まず，自律的SE
と他律的SEを同時測定するIATの開発である。横嶋他
（２０１８）のSE-IAT-Cを基盤として，自律的SEと他律的
SEを測り分けるIATの構想が山崎・横嶋・賀屋・内田
（２０１９）で考案されている。加えて，学校教育でより簡
易に実施できるように，そのIATを簡易版として作成す
る構想もまとめられている（横嶋・賀屋・内田・山崎，
２０１９）。今後の研究では，改善されたSE-IATを用いて，
先述のフォローアップの観点も踏まえ，教育効果の検証
を進めることが期待される。
　さらに，小学校４年生以下の自律的SEの育成プログラ
ムの作成も研究課題となる。特に，３年生と４年生を対
象としたプログラムについては，既存の自己信頼心の育
成プログラムに一定の教育効果が確認されているため，
これを基盤として自律的SEの育成プログラムに適した
改善を行い，パワーポイント教材主導型の構成で再作成
を行うことで，開発が可能になると考えられる。一方で，
より先を見据えると，小学校１年生や２年生といった低
学年に適用できるプログラムの開発が求められる。しか
し，TOP SELFのプログラム群は３年生以上を対象とし
ていることや，低学年になるほどユニバーサルに実施で
きる教育プログラムの開発には繊細な準備が必要になる
ため，教育の方法論を含めて抜本的に開発方法を検討し
なければならない。また，横嶋他（２０１８）のSE-IATは
４年生から６年生を対象に標準化されているため，３年
生以下を対象にする場合は，信頼性や妥当性の再検討が
必要になる。学年が下がるほどIATの実施は難しくなる
ため，調整には困難が予想されるが，近年，児童や幼児
を対象にIATを用いた研究が世界的に増加傾向にあるた
め（Rae & Olson, 2018），先行研究の知見を参照しながら
適切な調整を行うことで，開発の成功が見込めると考え
られる。
　本研究で取り組んできた潜在レベルの自律的SEの育
成教育は発展途上の研究領域である。新規性の高い研究
を教育に適用する場合，慎重な検討が必要となるが，潜
在レベルのSEに関しては，その可能性と必要性が示唆さ
れている（e.g., Jordan, Spencer, Zanna, Hoshino-Browne, & 
Corel, 2003; Wegener, Geiser, Alfter, Mierke, Imbierowicz, 
Kleiman, Koch, & Conrad, 2015; Zeigler-Hil, 2006）。児童の
精神的健康や適応行動を高めるだけでなく，引いてはい
じめや不登校等といった教育現場の諸問題を抜本的に予
防する教育の１つとして，今後の改善と発展に期待した
い。
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